
２００７年５月８日 

生協法改正法案の成立を機に、より社会的責任を果たし、

地域社会に貢献するため、努力を重ねます 
日本生活協同組合連合会 

  
「消費生活協同組合法の一部を改正する等の法律案」が、４月２０日の参議院本会

議、５月８日の衆議院本会議において、いずれも全会一致で可決され、成立しました。 
１９４８（昭和２３）年の生協法制定以来、じつに５９年ぶりの抜本的、総合的な

改正であり、国会・厚生労働省をはじめ、関係各位のご尽力に心より敬意を表するも

のです。 
 
改正生協法は、消費者のくらしの変化や生協の今日的到達点、社会的要請を踏まえ

たものであり、組織運営面では、理事会等の機関の権限・責任を明確化し内部ガバナ

ンスを強化しつつ、外部チェック・組合員の訴権等が整備されています。事業面では、

県域規制や員外利用規制等について法制定当初からの厳しい規制を緩和するととも

に、医療・福祉事業を法文上明記し、共済事業では契約者保護のため経営の健全性や

透明性等の確保を図られています。さらに、貸金業法改正にあわせた措置等も導入さ

れました。 
 
国会審議では、法案作成にいたる検討経過、法案の趣旨や内容について、真摯に論

議されました。とくに、生協の社会的役割や期待について、各党議員、政府から、数

多くの発言をいただきました。 
たとえば、厚生労働大臣からは、食の安全や環境に配慮した商品の開発に加え、災

害時支援、家事援助や子育て支援、レジ袋削減の取り組み等、「先駆的な取り組みも

進められており・・・その活動は国民生活の向上に大きな貢献をしてきた」との答弁

や、高齢化や女性の社会進出が進み、また消費者の安全・安心を求める意識が一段と

高まる中、「これからの生協は相互扶助組織として大いに期待される」等の答弁がさ

れました。 
日本生協連としては、こうした役割や期待に応えるためにも、改正生協法に基づく

組織・運営の整備を早急に行い、よりいっそう社会的責任を果たし、消費者や地域社

会に貢献していく決意です。 
今後、政省令等の制定や改正生協法の運用にあたっては、これらが、さらに実状を

踏まえたものとなるよう、引き続き配慮されることを期待します。 
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<参考>改正生協法の概要 

      

１．改正の趣旨 

○共済事業に関し、契約者保護のため、事業の健全性を担保するための規制を強化

（農協法は平成１６年に、中小企業等協同組合法は１８年に改正済み） 

○経営・責任体制の強化のため、規定の整備を図るとともに、生協を取り巻く環境

の変化を踏まえた見直しを行なう 

 

２．組織・運営規定関係 

○機関の権限の明確化等により、組合内部のガバナンスを強化するとともに、生協

外部からの監視機能を強化する 

・理事会、代表理事に関する規定の整備、充実 

・員外監事の設置の義務づけ 

・行政庁による解散命令の強化、役員解任命令の新設  等 

 

３．購買事業 

○生活圏の拡大等に対応するため、消費者の相互扶助組織という生協の本旨を踏ま

え、所要の見直しを行なう 

・事業の区域：購買事業の実施のため必要と認める場合には、その隣接県まで事

業の区域を設定可能とする（現行は県内のみ） 

・利用者の範囲：員外利用は認めず、例外的に認められる場合について、法令上

明記する 

（許可を要するもの） 

・山間へき地／保育所等への食材提供／生協間の物資提供［組合員利用分量

の額の５分の１以内］ 

※中小小売商の事業活動への影響等を考慮しつつ、行政庁が判断 

（許可を要しないもの） 

・災害時の緊急物資提供／自賠責共済（契約車の相続の場合等）／体育施設・

教養文化施設の利用／行政の委託事業［制限なし］ 

・医療・福祉事業［組合員利用分量の額の同量以内］ 

・母体企業・大学による利用［組合員利用分量の額の５分の１以内］ 

 

４．共済事業 

○契約者保護の観点から、共済事業について、他の協同組合法における規定の整備

状況や生協の特質を踏まえて、見直す 

・共済開始時の入口規制：最低出資金の基準の設定［単位組合：１億円以上、連

合会：10億円以上］ 

・健全性（内部の体力充実）：共済事業との兼業規制（規模が一定以上の単位組
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合及びすべての連合会）、健全性基準（ソルベンシー・マージン比率）の導入 

・透明性（外部からの監視）：経営情報の開示の義務付け（公衆縦覧）、外部監査

の義務付け 

・契約締結時の契約者保護：共済募集時の禁止行為（虚偽を告げることの禁止な

ど）等の導入、共済代理店に関する規定の整備［共済代理店の主体を一定の範

囲に限定］ 

・破綻時の契約者保護：契約の包括移転に関する規定の整備 

・契約者ニーズを反映した円滑な事業実施：共済金の最高限度額の規制方法の見

直し［最高限度額について、個別の定款及び共済事業規約の認可で対応］  等 

 

５．医療・福祉事業 

○少子高齢化社会において、生協が行なう医療・福祉事業の適正化を図るとともに、

組合員による福祉活動の育成に資する見直しを行なう 

・医療･福祉事業に係る剰余金の割戻しの制限 

・医療･福祉事業の員外利用限度の設定（現行は制限なし） 

・剰余金の使途たる事業として組合員の福祉活動（子育て支援活動等）に助成す

る事業を追加（現行は組合員の教育事業のみ） 等 

 

６．その他 

○貸金業法の改正による生協への貸金業者の流入を防ぐため、適切な事業実施のた

めの措置を講ずる 

・参入条件（純資産額規制）の設定 

・貸付事業規約に対する行政庁の認可制の導入  等 

 

７．施行期日   

○２００８（平成２０）年４月１日 

  ※ただし、貸金業法改正にともなう措置は同法改正の施行期日を考慮し決定する 
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